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日本の国際放送の実情と課題 
 
           加藤青延 
 
１． はじめに 

 
 日本の国際放送は、日本国内で日々発生する様々な出来事や、日本の社会・文化を広く海外に

発信することで、これまで長らく、世界の人々の日本に対する関心と理解を深める懸け橋の役割

を果たしてきた。日本のニュースや番組を、多くの言語に翻訳して、ラジオの短波放送を中心に、

いち早く世界に伝えてきたのである。 

しかし、ここ十余年来、世界の放送技術は劇的な変化を遂げた。本来は、国内向けと考えられ、

チャンネル数も各地域で、数本程度に限られてきたテレビが、伝送波のデジタル化と、衛星中継

網の劇的な発展、さらには、光ケーブル網の急速な拡充によって、国際的なメディアとして機能

するようになった。さらに、パソコンや携帯電話の世界的な普及によって、インターネットとい

う新しいメディアが、またたく間に世界に広がるようになってきた。こうしたメディア環境の劇

的な変化によって、世界各国のテレビやラジオ放送が国境を越えて周囲に溢れ出し、世界各地に

行き届くようになってきた。もはや国内放送と国際放送の明確な境界は取り払われたといっても

過言ではない。これまで各国の国際放送の中核的役割を占めてきた、短波放送による情報発信は、

やや時代遅れになりつつある。 

日本の国際放送は、目下のところ、短波ラジオからテレビやインターネットによる情報発信に

軸足を移し始めた段階にある。世界中に、各国発の様々な放送が満ち溢れるようになった今日に

おいて、日本の国際放送を、今後、どのようにその変化に順応させ、変えてゆくべきか、どうし

たら日本発の、より多くの情報を、より多くの世界の人々に受け取ってもらえるのか、本稿では、

世界の国際放送の実情と日本の国際放送の課題について考察することで、今後のあるべき姿を提

起したい。 

 
２． 日本の国際放送の実情 

 
 日本の国際放送は、日本放送協会（以下：NHK）が主体となり行ってきた。国際放送には、

放送法第 20 条（第１項第 4 号および第 5 号）に基づき、NHK の本来業務として行うものと、

放送法第 65 条に基づく総務大臣実施要請によるものがあるが、放送実施に当たっては、両者一

体の形で行われている。 

 NHK の本来業務で行う国際放送の経費は、受信料収入で負担し、2013 年時点は概算で年約

150 億円。また、総務大臣実施要請に基づく国際法の経費は、日本政府交付金年約 30 億円で賄

われている。このほか、人件費や減価償却も含めた経費合計は、年 200 億円弱の予算規模にな

っている。このうちテレビ国際放送 NHK ワールドの事業規模は約 133 億円である。 
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 現在、NHK が行っている国際放送は、▼テレビによる国際放送と、▼ラジオによる国際放送、

さらに▼インターネットによる情報発信という３つの媒介を利用して行われている。 

 
（１） テレビによる国際放送 

 
NHK が海外に向けて発信しているテレビの国際放送は、①主に外国人を視聴対象にした英

語放送、NHK ワールド TV と、②主に在外邦人を視聴対象にした日本語放送、NHK ワール

ド・プレミアムの２チャンネルに分かれる。 

このうち、①NHK ワールド TV は、一日 24 時間放送し、100％英語化しており、毎正時を

区切りとして、放送のおよそ半分の時間を、英語ニュースにあて、残り半分を、日本を紹介す

る英語番組という形で主に編成されている。 

主な番組を記すと、▼毎正時放送する英語ニュース NEWSLINE、▼アジア各国の識者と

つないで様々なテーマを話し合う ASIAN VOICES（隔週１回）、▼日本の技術力を紹介す

る Great Gear ▼和食の魅力をさぐる Dining with the Chef ▼若者の「カワイイ」文化

を伝える Kawaii International などの、独自英語番組に加えて、NHK スペシャル、クロ

ーズアップ現代、COOL JAPAN など国内向け番組の英語版も放送してきた。 

一方、②NHK ワールド・プレミアムは、放送を有料時間帯と無料時間帯に分け、ニュース

を中心とした一日合計５時間については、無料で視聴できる。残り１９時間は、スクランブル

をかけた有料放送という形をとっている。 

無料で見られるのは、NHK のおはよう日本、ニュース７、ニュースウォッチ９、クローズ

アップ現代など国内で放送されるニュース・報道番組や、海外で暮らす人や旅行者のための安

全情報などである。一方、ドラマ、料理番組、伝統芸能、スポーツなどは、有料放送としてス

クランブルをかけた発信をしている。 

日本語放送の一部を有料化しているのは、それらの番組に放送権料がかかることが主な理由

である。たとえば俳優の出演料、映像の放送権料などについて、本来の日本国内放送分につい

ては、受信料による予算負担で賄うものの、放送法の適用外のため受信料を支払わない海外視

聴者のための放送権料については、別途支払っていただく必要があるということが理由の一つ

としてあげられる。 

これとは逆に、無料で発信しているニュースなどの中には、海外のテレビ局から日本国内の

みで放送することを前提として購入した映像や、NHK が国内放送分しか権利を有さないスポ

ーツ映像が含まれることがあり、そのような映像に関しては、国際放送上は、画面に別の静止

画をかぶせ、「この部分の映像は海外ではご覧になれない」との説明を付ける形で放送してい

るのが実情である。したがって、海外で NHK の日本語国際放送の無料時間帯では、主にニュ

ースを中心に、国内では見られる放送画面とは異なる別の静止画が挟み込まれ、音声のみ国内

と同じものが流れることがしばしばある。 
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①NHK ワールド TV と②NHK ワールド・プレミアムという二つのテレビ国際放送は、 

20 余りの衛星を介して全世界に発信されており、2013 年 3 月末現在、100 か国地域以上、200

以上の放送事業者に配信され、視聴可能世帯数は約 1 億 6000 万世帯となっている。このほか

一部時間での視聴が可能な世帯を合わせると、約 2 億 5,000 万世帯が視聴可能となる。ただ

し、視聴可能世帯とは、あくまで映像の受信が可能な条件下にある世帯数の事であり、実際に

視聴している世帯数とは異なる。 

 

 
（２） ラジオによる国際放送 

 
 ラジオによる国際放送、NHK ワールド・ラジオ日本は、短波放送を使って 18 言語、1 日

延べ 44 時間 40 分放送しているほか、中波や FM 放送を使って、9 言語、１日４時間 45 分放

送、更に衛星ラジオをつかって 18 言語、１日 8 時間 45 分放送している。 

 ラジオの発信は、良好な受信地域を少しでも広げられるよう、日本だけでなく、欧州、中東、

アフリカ、中南米など世界各地にも中継局を設け、短波、中波、FM 波によって放送を出す工

夫もしている。 

 使用言語と放送時間は、以下のようになっている。 

 

ラジオ（NHK ワールド・ラジオ日本）使用言語別放送時間（短波、中波、FM 波、衛星） 
  使 用 言 語    放 送 時 間     使 用 言 語   放 送 時 間 

    日 本 語  24 時間 00 分   ベ ン ガ ル 語   2 時間 45 分 

   英      語    2 時間 30 分   ヒ ン ディー語   2 時間 15 分 
   中 国 語    2 時間 50 分   ウ ル ドゥー語   2 時間 30 分 

    朝 鮮 語   2 時間 50 分   フ ラ ン ス 語   1 時間 00 分 

   ロ シ ア 語   3 時間 00 分   ペ ル シ ャ 語   1 時間 30 分 

   インドネシア語   2 時間 45 分   ア ラ ビ ア 語   2 時間 00 分 

   タ  イ  語   1 時間 50 分   ス ワ ヒ リ 語   1 時間 15 分 
     ベトナム語   1 時間 20 分   ス ペ イ ン 語   1 時間 00 分 
   ビ ル マ 語    1 時間 20 分   ポルトガル 語   1 時間 30 分 

    計  58 時間 10 分 

                           （2013 年 出所：NHK ） 

ラジオによる国際放送も、テレビと同様、▼対象を海外で暮らす在外邦人としたものと、▼

外国人を対象としたものに分かれている。 

このうち、在外邦人向けの日本語放送は、国内のラジオ第一放送を世界に向けて発信するこ

とを基本とし、在外邦人向けの番組や安全情報をその中に挟み込む形をとっている。 
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一方、外国人を対象にした国際放送は、NHK が戦後行ってきた海外発信の中核であり、世

界の人々に、正確により多くの情報を伝えるため、聴取者が比較的多い言語に翻訳し、それぞ

れ特定の地域の生活時間帯を意識した編成を組んできた。 

主な放送番組は、▼NHK の日本語ニュースを各言語に翻訳したニュース。▼日本の政治や

経済、社会文化、人々の暮らし、音楽などを各言語で紹介する番組。さらに、▼対象地域の人

たちと日本とのつながり、日本人との交流を紹介する番組などである。 

 主力の短波放送についての、使用言語、対象地域、1 日の放送時間は、以下の一覧表のとお

りである。 

  使用言語       放送地域 放送時間 

    日本語 欧州、北米、ハワイを除く 14 地域 20 時間 

  英語 欧州、アフリカ、アジア大陸（南部） 
東南アジア フィリピン・インドネシア 
西南アジア 豪州・ニュージーランド 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
24 時間 40 分 

  中国語 アジア大陸（北部）（中部） 
東アジア、朝鮮半島 

  朝鮮語 アジア大陸（北部）（中部） 
東アジア、朝鮮半島 

  ロシア語 欧州、極東ロシア 

 インドネシア語  
アジア大陸（南部） 
フィリピン・インドネシア 
東南アジア 

  タイ語 

  ベトナム語 

  ビルマ語 

  ベンガル語  
南西アジア   ヒンディー語 

  ウルドゥー語 
  フランス語 アフリカ 
   ペルシャ語 中東・北アフリカ 
  アラビア語 

  スワヒリ語   アフリカ 

   スペイン語   中米・南米 

 ポルトガル語   南米 
     18 言語        15 地域 44 時間 40 分 
                          （2013 年 出所：NHK) 
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 近年、テレビによる国際放送や、インターネットによる情報発信が盛んになり、短波ラジオ以

外の手段で、国際情報に接する人が急速に増えていることから、後述するように世界の主要国の

中で、短波放送を使った国際放送を縮小したり、廃止したりする傾向も出始めており、2007 年

前半までは 22 言語で１日 65 時間の放送をしていた日本も、同年の見直しで、ドイツ語放送や

イタリア語放送など４言語の放送を廃止し、現在の 18 言語、1 日 44 時間余の態勢に縮小した。 

 
（３） インターネットによる情報発信 

  
 短波ラジオの発信態勢を縮小する一方で、テレビ国際放送の充実や、インターネットを利 

用した海外発信にも重点が置かれるようになり、特に、インターネットによる情報発しとしては、 

18 言語で、文字による情報発信をしているほか、ライブストリーミング機能を利用して、ラジ

オの放送音声配信や、テレビ国際放送、NHK ワールド TV の映像配信をしている。国際放送の

ホームページであるＮＨＫワールド・オンラインのアクセス数が 2008 年度の 6,200 万ページ

ビューから、2011 年度には1 億4,000 万ページビューに達するなど一定の成果をあげてきた。 

 
３．世界各国の国際放送との比較 

 
（１）世界各国の国際放送の概況 

 
 世界の主要国も、日本と同様、海外に在留する自国の人々や、外国人を対象に、国際放送を通

じて自国の情報を発信してきた。デジタル技術の革新が進む中、ラジオと同様、テレビの国際放

送もかなり普及していることがわかる。 

 
（NHK データブック 世界の放送 2014 より作成） 

国　名 テレビ ラジオ 国　名 テレビ ラジオ 国　名 テレビ ラジオ
日本　 ○ ○ アイルランド × ○ イスラエル ○ ○
インド ○ ○ イギリス ○ ○ イラン ○ ○
インドネシア × ○ イタリア ○ × サウジアラビア ○ ○
カザフスタン ○ ○ ウクライナ × ○ トルコ ○ ○
韓国 ○ ○ オーストリア ○ ○ ヨルダン ○ ○
カンボジア ○ × オランダ ○ ○ エジプト ○ ○
北朝鮮 ○ ○ スイス ○ × ナイジェリア × ○
シンガポール ○ ○ スウェーデン ○ ○ 南アフリカ × ○
スリランカ × ○ スペイン ○ ○ 　
タイ ○ ○ スロバキア × ○ アメリカ ○ ○
台湾 ○ × チェコ ○ ○ カナダ × ○
中国 ○ ○ ドイツ ○ ○ アルゼンチン × ○
ネパール ○ × ハンガリー ○ ○ ブラジル ○ ×
パキスタン ○ ○ フィンランド ○ ○
バングラデシュ ○ ○ フランス ○ ○ オーストラリア ○ ○
フィリピン ○ ○ ベルギー ○ ○ ニュージーランド× ○
ベトナム ○ ○ ポーランド ○ ○
マレーシア ○ ○ ポルトガル ○ ○
ミャンマー ○ × ルクセンブルク × ○
モンゴル × ○ ロシア ○ ×
ラオス ○ ×
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 現在、テレビの国際放送を行っている国・地域の数は、この表のとおり、判明しているだけで、

アジア 18、ヨーロッパ 16、中東・アフリカ 6、南北アメリカ 2、オセアニア 1 の、合わせて 43

か国地域である。これは、ラジオ（短波以外も含む）による国際放送を行っている国・地域の合

計 46 か国地域とほとんど変わらず、テレビの国際放送が、近年、全世界に急速に広まっている

実情を知ることが出来る。 

 
（２）ラジオによる国際放送 

 
 現在日本から世界に向けて発信しているラジオの国際放送が、他の主要国の国際放送と比較し

た場合、十分といえるのかどうか比較検討してみることにする。 

 まず、国際放送としては、長年伝統的な媒体となり、情報発信の主力となってきたラジオの国

際放送について考察する。世界の主要国の主なラジオ国際放送を一覧にすると以下のようになる。 

 
国名 
 

サービス名 
（実施機関） 
【経営形態】 

使用 
言語数 

 
   予算規模 
   【財源】 

 
 要員数 

 
日本 

NHK ワールド・ラジオ日本 
（日本放送協会） 

 【公共放送】 

 
 18 

   61.9 億円 
（平成 23 年度予算） 
【受信料・政府交付金】 

192 人 
契約職員 

含む 
 
米国 

ボイス・オブ・アメリカ 
（政府放送管理委員会） 
  【国営放送】 

 
 45 

 ２億 880 万ドル 
【政府予算】 
テレビを含む 

1200 人 
テレビを含

む 

 
中国 

   北京放送 
（中国国際廣播電台） 
   【国営放送】 

 
 61 

  非公開 
【政府予算 

＋広告収入】 

2000 人 

 
英国 

BBC ワールドサービス 
（BBC） 
【公共放送】 

 
 28 

2 億 5520 億ポンド 
 【政府交付金】 

2021 人 
非常勤も 
含む 

 
ドイツ 

DW－RADIO 
（ドイチェ・ベレ） 

【公共放送】 
→2011 年短波放送の削減 

 
  30 
 

2 億 9190 万ユーロ 
 【政府交付金】 
テレビを含む 

1400 人 
テレビを含

む 

 
フランス 

ラジオ・フランス・アンテル 
ナシオナル（RFI） 
  【公共放送】 
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１億 3360 万ユーロ 
【政府交付金 

＋広告収入】 

1266 人 

                        （出所：各国放送局の資料などから作成） 

7 
 



 まず、言語数で見てみると、日本は、日本語も含めて 18 にとどまっているが、世界の主要国

は、その２倍から３倍の言語で情報を発信している。このうち米国のボイス・オブ・アメリカは

43 言語で、日本の 2.3 倍。中国の北京放送（中国国際廣播電台）は 61 言語で、日本の 3.3 倍に

もなる。また、英国やドイツも、それぞれ、28 言語、30 言語で発信しており、日本を上回って

いる。放送時間についても、NHK は、1 日延べ 60 時間弱であるのに対して、米国のボイス・

オブ・アメリカは、1 日延べ 250 時間以上と４倍以上になっている。 

 ただここ数年、国際的には、音質が悪く受信にムラが出る短波による国際放送を縮小したり廃

止したりする傾向も出てきており、イタリアは、2007 年 9 月に 27 言語で放送していた短波放

送を終了、イタリア語の国際放送も 2011 年末で終了した。カナダは 2012 年 6 月に短波放送を

終了、インターネットによるサービスに変え、言語数も７から５に減らした。ロシアは、2013

年末で短波放送による国際放送を廃止、ドイツも 2011 年、ドイツ語、ロシア語、インドネシア

語、ペルシャ語の放送サービスを終了した。このほかベルギーやポルトガルなども短波放送を中

止し、中波や FM 放送を残すなどの措置をとっているところも出ている。 

 ラジオによる国際放送を継続して行っている国も、多くがその音声を、中波や FM など、音

質がより良く、より多くの受信機が普及している放送帯域で中継したり、インターネットで聴取

できるシステムを導入したりするようになってきている。 

 

 
（３）テレビ国際放送の発展と実情 

 
 テレビの技術革新は、近年目覚ましいものがあった。当初は、アナログ方式の伝送だったため、

それぞれの地域で見られるチャンネル数が少なく、また、衛星中継などにかかる経費も巨額であ

った。このため、戦後、各国ともテレビは国内向けの放送が中心である時代が長く続いた。 

 しかし、1990 年以降、伝送方式が次第にデジタルへと切り替わり、チャンネル数はそれまで

の十程度から、一気に、百チャンネル以上もの放送を送ることが可能になった。一般視聴者の家

庭に届くテレビの信号も、当初は、テレビ塔から直接電波を送る地上波だけであったが、やがて、

通信衛星や放送衛星から直接電波を家庭に送る衛星放送が登場、更には、電線や光ケーブルを張

り巡らすことで放送信号を各家庭に送るケーブルテレビも急速に広まり、専用の機器を取り付け

ればどの家庭でも、百チャンネル以上という非常に多くの放送を見ることが出来るようになった。 

 こうしたテレビをめぐる技術の劇的変化によって、それまでは、もっぱら国内向けに作られて

きた各国の番組が、どんどん世界に流出するようになった。その先鞭を切り開いたのは、1990

年の湾岸戦争で、イラクからの中継で世界をひきつけた米国の CNN テレビだったといえる。 

元来は、米国で、地上波の大手、３大ネットワークとは比較にならないほどの小規模ケーブル

テレビ局であった CNN が、通信衛星を使って世界中に電波を降りおとし、どこの国のテレビで

も受信することが出来る、国際的なテレビネットワークへと変身したのである。 

 イギリスやフランスなど欧州の主要国も、自国のテレビを、世界に散らばる自国領や旧植民地

8 
 



向けに配信するネットワークを整備し、やがてそれが、世界で視聴可能な国際放送へと発展する

基礎となった。 

 つまり、テレビの場合は、ラジオの国際放送とは異なり、最初から対外発信を目的に利用技術

が整備されたのではなく、自国向けの放送に利用するため、衛星中継ネットワークが充実拡大す

るなど、飛躍的な技術革新の結果、国内視聴者向け放送素材が、まず、国境を越えて世界にどん

どん流れ出し、やがて、世界各地の取材送出拠点が、ネットワークで結ばれ、世界中から情報が

発信される CNN のような国際的なテレビネットワークが生まれたのである。 

 実は、日本も本格的なテレビ国際放送を始める前の 1990 年代、米国の公共放送 PBS などと

提携して、CNN に匹敵する国際的なテレビネットワーク GNN（グローバル・ニューズ・ネッ

トワーク）を構築しようという構想がなされたことがあった。しかし、各国のテレビ局には、ニ

ュースを伝えるにあたって、その位置づけや報道姿勢など、それぞれの国柄を反映した異なる視

点が存在し、それらをいっしょくたに一つの国際的なテレビネットワークとしてまとめ上げるこ

とは大きな難題となった。もし、一つのネットワークとして、各国のテレビ局の番組をまとめよ

うとするなら、その放送の内容は、各国が共に許容できるものに加工しなおすか、当初の CNN

のように、事実関係を中心としたニュースを数珠つなぎにするという、ニュース専門チャンネル

の形でしか、なかなかまとまりえないという教訓を得たのである。 

 こうした試行錯誤の中で、中東ではカタールのアルジャジーラというアラビア語の専門チャン

ネルが、イスラム圏という共通の価値観を背景に、ネットワークを築きあげた。そして世界の国々

も、それぞれ自国の情報を世界に伝える海外発信の手段として、自力で自国の価値観に基づくテ

レビによる国際放送の発信に力を入れ出したのである。 

 
４．テレビ国際放送の戦略的発展を進める主要国の動向 

 
（１）中国のテレビ国際放送の実態と特徴 

 
 テレビを使った国際放送を、国家戦略として、最も積極的に推進してきた国の一つに中国があ

げられる。中国のテレビ国際放送は、国内向けのテレビ局でもある中国中央電視台（中国中央テ

レビ CCTV）が、担当する形をとっている。 

ラジオが、国内放送と国際放送を分けて別々の放送局から発信してきたのに対して、テレビが、

国内と国際を同じテレビ局が受け持つようになったのは、テレビ国際放送を急速に拡大させるう

えで、すでに熟練した番組制作要員や技術要員を多数抱える中国中央電視台に任せる方が、まっ

たく新しい国際放送専門のテレビ局を立ち上げるよりも、効率的であるとの考えがあったからと

考えられる。実際、同じテレビ局で、国際放送と国内放送の両方を行う方が、映像素材など膨大

な映像・番組ソフトを共有できるため、大変有利である。 

 2013 年現在、中国は、6 言語 20 数チャンネルのテレビ国際放送を実施しており、中国語の

他、英語、スペイン語、フランス語、ロシア語、アラビア語の国際放送も常時放送している。 
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              国際放送の日中比較 

     日本      中国 

     ラジオ    １８言語     ６１言語 

     テレビ   ２言語 ２チャンネル ６言語 20 数チャンネル 

 
2006 年日本の外務省が、世界の在外公館 114 か国で調査を行ったところ、中国のテレビ国際

放送は、78 か国で視聴可能であったのに対して、日本のテレビ国際放送が視聴可能だったのは、

12 か国にとどまったという結果が判明した。その後、日本のテレビ国際放送も、急速に視聴可

能地域を広げたため、現在は、視聴可能地域については、中国にほぼ追いついたといえる。 

 
 中国のテレビ国際放送拡大の経緯をまとめると以下のようになる。 

 

 
1992 年 中国語を中心とした国際放送チャンネル CCTV4 が放送開始 

2000 年 英語専門チャンネル CCTV9 が放送開始 

2003 年 スペイン語とフランス語による CCTVE&F が放送開始 

      CCTV 局内に「走出去工程弁公室」を開設 

2004 年 中国衛星テレビ「長城平台」美国平台 スタート 

2005 年 「長城平台」アジア平台スタート 

  2006 年 「長城平台」欧洲平台スタート 

CCTV4 がアジア，欧州，米州の三地域ごとの放送を開始 

2007 年 「長城平台」カナダ平台スタート 

     CCTVE&F が CCTVE と CCTVF に独立し，24 時間放送を開始 

2008 年 「長城平台」ラテンアメリカ平台スタート 

  2009 年 「長城平台」東南アジア平台スタート 

CCTV アラビア語専門チャンネルスタート 

CCTV ロシア語専門チャンネルスタート 

  2010 年  「長城平台」豪州平台スタート 

 

   
この経緯を見ると、以下のような特徴が明らかになる。▼まず、最初に中国語のテレビ国際

放送を開始し、次に、英語放送、続いて、スペイン語とフランス語放送、さらにアラビア語、ロ

シア語と、段階的に言語数を増やしてきたことである。最初は、中国語で、共産党一党支配体制

下のプロパガンダ性が強い国内向けとはかなり異なる、よりソフトな外向けの番組を制作するノ

ウハウを身に着け、その後、次第に使用言語を増やすという手順を踏んでいることがわかる。 
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中国は現在、国連の公用語とされる言語はすべてテレビ国際放送で放送している。英語放送も、

最初は、一律同じものであったものが、やがて、アジア、欧州、米州と三つの地域ごとに、受け

手の趣向に合わせてテイストを変えるという、手の込んだやり方にまで発展させている。 

 ▼もうひとつの特徴は、単に、テレビ国際放送を発信するだけでなく、国内向けの放送や、地

方放送局のチャンネルも束にして配信するプラットフォーム（長城平台）を、各地域に次々と設

営し、こうしたプラットフォームを拠点として、国内向けも含めた大量の番組を世界中に発信す

るメカニズムを作り上げたことである。 

 中国当局が、このような戦略をいち早く打ち出せたのは、1990 年以降、世界のテレビの伝送

方式が、アナログからデジタルに変わり、やがてインターネットとも融合する時代が来るとの認

識をいち早く抱き、デジタル化技術による大量チャンネル配信の波に乗り遅れまいとの危機感を

募らせてきたからに違いない。90 年以降、テレビ技術は、多チャンネル化よりも画質を優先す

るハイビジョン化の方向と、逆に、画質の高度化よりも多チャンネル化を優先するマルチチャン

ネル化の方向という、二つの選択肢をもたらした。画質を優先すれば、必要とするチャンネルの

占有帯域が広がり、チャンネル数は少なくなる。逆に、多チャンネル化をめざせば、各帯域を狭

めるため、画質はさほど良くならないというジレンマがあった。 

 日本の場合は、ハイビジョンやさらにそれを上回る高画質でのテレビ放送をめざしてきたと考

えらえる。もちろん、CS を使った多チャンネル化も進めてはいるが、主流は高画質を目指す方

向に違いない。一方、中国の場合は、多チャンネル化を最優先した。それが、結果として、国際

放送の多チャンネルを一足早く促進させることにつながったといえるだろう。その代償として、

中国の一般チャンネルの画質はさほど良くない。 

中国のプラットフォーム（長城平台）による大量国際配信をまとめると以下のようになる。 

 
▼プラットフォーム（長城平台）による大量配信 

  米国、欧州、東南アジアなどに多数の中国語テレビチャンネルを束ねた長城平台を 

構築。それぞれの長城平台が、中国 CCTV の各チャンネル、上海 SMG のテレビチャンネル、

香港のテレビチャンネルなどをまとめて配信。 

 世界中の中国人、華僑、華人が中国国内の主要チャンネルを世界各地で見られる体制。 

 
▼主な長城平台 

 ①長城（米国）平台 

  2004年 10月にスタート 22チャンネルを衛星、ケーブル TV を通じて放送 

  2007年 1月に拡大 IPTV も導入 23チャンネル 

  視聴可能チャンネル 

CCTV-4（中国語国際放送）・CCTV-NEWS（英語ニュース放送）・CCTV-E（スペイン語

国際放送）・CCTV-F（フランス語国際放送）・CCTV-9（中国語ドキュメンタリー）・CCTV-

戯曲（中国語）・CCTV-娯楽・中国映画チャンネル・北京テレビ衛星・上海東方衛星・広東
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南方テレビ衛星・江蘇国際テレビ・福建海峡衛星・天津テレビ衛星・湖南テレビ衛星・中

国黄河テレビ・浙江国際テレビ・厦門衛星テレビ・フェニックス衛星テレビアメリカ局・

フェニックス衛星コンサルティングチャンネル・香港 ATV・華夏テレビ衛星・深圳テレビ国

際チャンネル・重慶テレビ国際チャンネル・安徽テレビ国際チャンネル 

②長城（アジア）平台 

2005 年 2 月スタート。アジアサットを使って、香港、マカオ、台湾、韓国、ベトナム、

ミャンマー、タイに配信 

視聴可能チャンネル 

CCTV-4（中国語国際放送）・CCTV-NEWS（英語ニュース放送）・CCTV-戯曲（中国

語）・北京テレビ衛星・上海東方衛星・広東南方テレビ衛星・江蘇国際テレビ・福建海峡

衛星・湖南テレビ衛星・深圳テレビ国際チャンネル・厦門衛星テレビ 

  ③長城（欧州）平台 

2006 年 8 月 IP テレビの形でスタート。IP テレビ（14 チャンネル）ケーブルテレビ、

衛星放送など様々な方式でヨーロッパ全域をカバー 

視聴可能チャンネル 

CCTV-4（中国語国際放送）・CCTV-NEWS（英語ニュース放送）・CCTV-E（スペイン

語国際放送）・CCTV-F（フランス語国際放送）・CCTV ロシア語国際放送・CCTV-9（中

国語ドキュメンタリー）・CCTV-戯曲（中国語）・CCTV-娯楽・中国映画チャンネル・北

京テレビ衛星・上海東方衛星・広東南方テレビ衛星・江蘇国際テレビ・福建海峡衛星・

湖南テレビ衛星・中国黄河テレビ・浙江国際テレビ・厦門衛星テレビ・フェニックス衛

星テレビ欧州局・深圳テレビ国際チャンネル・重慶テレビ国際チャンネル・安徽テレビ

国際チャンネル 

・四川テレビ国際チャンネル・広西テレビ国際チャンネル・泰山テレビ 

 
④长城(カナダ)平台 

   2007年 1 月 IPTV方式でカナダ国内に２３チャンネル配信 

   視聴可能チャンネル 

CCTV-4（中国語国際放送）・CCTV-NEWS（英語国際放送）・CCTV-E（スペイン語国

際放送）・CCTV-F（フランス語国際放送）・CCTV-9（中国語ドキュメンタリー）・CCTV-

戯曲（中国語）・CCTV-娯楽・中国映画チャンネル・北京テレビ衛星・上海東方衛星・広

東南方テレビ衛星・江蘇国際テレビ・福建海峡衛星・天津テレビ衛星・湖南テレビ衛星・

中国黄河テレビ・浙江国際テレビ・厦門衛星テレビ・フェニックス衛星テレビアメリカ

局・フェニックス衛星コンサルティングチャンネル・香港 ATV・華夏テレビ衛星・深圳テ

レビ国際チャンネル・重慶テレビ国際チャンネル・安徽テレビ国際チャンネル 

  ⑤長城（ラテンアメリカ）平台 

    2008 年 1 月スタート 衛星放送の形で 15 チャンネルを配信 
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   視聴可能チャンネル 

CCTV-4（中国語国際放送）・CCTV-NEWS（英語ニュース放送）・CCTV-E（スペイン

語国際放送）・CCTV-9（中国語ドキュメンタリー）・CCTV-戯曲（中国語）・CCTV-娯楽・

中国映画チャンネル・北京テレビ衛星・上海東方衛星・広東南方テレビ衛星・江蘇国際

テレビ・福建海峡衛星・湖南テレビ衛星・中国黄河テレビ・浙江国際テレビ・厦門衛星

テレビ 

  
  ⑥長城（東南アジア）平台 

2009 年 9 月、IPTV 方式で東南アジアに配信 

視聴可能チャンネル 

CCTV-4（中国語国際放送）・CCTV-NEWS（英語ニュース放送）・CCTV-E（スペイ

ン語国際放送）・CCTV-F（フランス語国際放送）・CCTV ロシア語国際放送・CCTV ア

ラビア語国際放送・CCTV-戯曲（中国語）・CCTV-娯楽・中国映画チャンネル・北京テレ

ビ衛星・上海東方衛星・広東南方テレビ衛星・湖南テレビ衛星・江蘇国際テレビ・福建

海峡衛星・天津テレビ衛星・中国黄河テレビ・浙江国際テレビ・厦門衛星テレビ・深圳

テレビ国際チャンネル・重慶テレビ国際チャンネル・安徽テレビ国際チャンネル 

 

⑦長城（オーストラリア）平台 

2010 年 11 月スタート 

視聴可能チャンネル 

CCTV-4（中国語国際放送）・CCTV-NEWS（英語ニュース放送）・CCTV-戯曲（中

国語）・CCTV-娯楽・中国映画チャンネル・北京テレビ衛星・上海東方衛星・広東南方テ

レビ衛星・湖南テレビ衛星・江蘇国際テレビ・福建海峡衛星・浙江国際テレビ・中国黄

河テレビ・重慶テレビ国際チャンネル・安徽テレビ国際チャンネル・フェニックス衛星

コンサルティングチャンネル 

 

 中国のテレビ国際放送のもう一つの大きな特徴は、国際放送を国内と同様、国内でも視聴でき

るということである。 

 1978 年に改革開放政策を打ち出して以来、中国には、ビジネス・観光を問わず、非常に多く

の外国人が世界中からやってくるようになった。そうした外国人にとって、中国語以外の言語で、

中国のことを紹介するテレビを見られることは、中国を理解するうえで大変役立つというわけで

ある。 
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  2013 年現在、中国中央テレビが発信し、大都市の一般の家庭でも見られるチャンネルは、

非常に増えている。以下は、同テレビ局が発信しているチャンネルの内容である。 

 

 
▼中国中央テレビのチャンネル 

   CCTV-1 総合 総合チャンネル ニュース中心 

   CCTV-2 財経 経済チャンネル 

   CCTV-3 総芸 芸術総合チャンネル 

   CCTV-4 中文国際 海外向け中国語放送（国内も視聴可） 

   CCTV-5 体育 スポーツチャンネル 

   CCTV-6 電影 映画チャンネル 

   CCTV-7 軍事・農業  軍事・農業チャンネル 

   CCTV-8 電視劇 ドラマチャンネル 

   CCTV-9 記録 ドキュメンタリーチャンネル 

   CCTV-10 科教 科学教育チャンネル 

   CCTV-11 戯曲 戯曲チャンネル 

    CCTV-12 社会与法  社会と法 チャンネル 

   CCTV-新聞  24 時間ニュース 

   CCTV-少児  こどもチャンネル 

   CCTV-音楽  音楽チャンネル 

   CCTV   ドキュメンタリー英語版 

   CCTVNEWS 英語ニュースチャンネル 

   CCTV-F  海外向けフランス語放送（国内も視聴可） 

   CCTV-E 海外向けスペイン語放送（国内も視聴可） 

   CCTV-A 海外向けアラビア語放送 

   CCTV-俄  海外向けロシア語放送（国内も視聴可） 

   CCTV-高清 ハイビジョンチャンネル 

CCTV  欧州向け中国語放送 

   CCTV  米国向け中国語放送 

   CCTV  香港向け放送 

   CCTV 米国向け映画 長城平台 

   CCTV 米国向け戯曲 長城平台 

   CCTV 米国向け娯楽 長城平台 

   CCTV HD ドラマ、ドキュメンタリーなど 
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（２）テレビによる多言語国際放送を進めるそのほかの国々  

 
 前述したように、テレビ国際放送は、世界でも 40 あまりの国々で行っており、今後、ラジオ

に変わる媒体として拡大するものと予想されるが、現在テレビ国際放送を実施している大多数の

国々は、自国語か、自国語と英語の放送にとどまっている。 

 その意味で、国連の公用語をすべて網羅している中国は、かなり進んでいるといえるが、その

ほかにも、多言語によるテレビ国際放送を進める国もある。 

① ドイツ 

  ドイツは、ラジオの国際放送も行っている公共放送ドイチェ・ベレが、ドイツ語、英語、ス

ペイン語、アラビア語の４言語で放送を行っている。2010 年現在の視聴可能人口は２億人と

されている。 

② イギリス 

イギリスは、公共放送 BBC の関連会社 BBC グローバルニュースリミテッドが、英 

語によるテレビ国際放送を実施し、視聴可能世帯数は 2012 年現在３億 3000 万世帯に上る。

日本でも、CS やケーブルテレビで配信され、多くの家庭で見られている。それに加えて、本

家公共放送のBBCが、中東向けに、アラビア語とペルシャ語のテレビ国際放送を行っている。

こちらの方は、週間視聴者数が 2700 万人（2012 年）とされる。 

③ 韓国 

韓国は、法律で決められた公共事業、アリラン国際放送が、英語とアラビア語のテレ 

ビ国際放送を実施し、視聴可能性帯は、188 か国 1 億余世帯（2012 年）となっているほか、

国内大手テレビ KBS（韓国放送公社）も、韓国語と英語字幕付き韓国語のテレビ国際放送を

実施しており、視聴可能世帯は、87 か国 5200 万世帯（2013 年）。 

 
５．日本の国際放送の課題 

 
 これまで記したように、広く世界には、各国から発信される国際放送の情報が飛び交い、

特にこれからは、映像を伴ったテレビ国際放送が、その主要な役割を担うことになる。そう

した中で、日本が国際放送をより強化し、日本に対する国際的な理解を深める道具としてさ

らに活用するためには、以下のような課題があると考える。 

 
（１）視聴可能世帯のさらなる拡大と同時に、視聴率の増加をいかに図るか。 

   
 世界の衛星通信回線網や光ファイバー網、そして、ケーブルテレビ網を積極活用して、視聴可

能世帯を増やしてゆけば、それだけ日本からの国際放送を受信し、実際に見てもらえる視聴者の

数も、確率的には増加するかもしれない。ただ、テレビのデジタル化は、100 以上にも上る多チ

ャンネル化をもたらし、テレビ放送が洪水のように氾濫している状況になりつつある。日本以外
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にも、多くの国がテレビで国際放送を実施し、固定的な視聴者の獲得競争はますます激しさを増

してくるであろう。 

  2011 年度に、日本の英語によるテレビ国際放送、「NHK ワールド TV」が、世界の人々に

どの程度認知されているのか調査したところ、香港では 59％、シンガポールでは 38％の人が認

知していたのに対して、ワシントンＤＣで 13％、イギリスで 9％と低い数値にとどまった。 

また、2009 年には、フランス人などを対象に、日本のテレビ国際放送が、どれほど見られて

いるか、約 1000 人を対象に調査が行われ、フランス人の場合、最低月に 1 度は見ると答えた人

が 1.4％にとどまった。これに対して、CNN や BBC は 20％以上、CCTV 英語放送についても、

日本のほぼ 2 倍の人が、最低月１度は見ると答えている。こうした、国際放送の激戦地域にど

のようにして食い込んでゆくかが大きな課題といえる。 

 国内のテレビの世界では、視聴率が非常に重要視されている。いくら放送しても、見てもらえ

なければ価値が減る。それと同じことが、国際放送の世界にも当てはまる。特に、テレビは、ラ

ジオと比べて制作コストが割高であり、放送する以上、それに見合う視聴率を稼げなければ、効

果的とはいえないだろう。 

 つまり、いかにして、世界の人々に興味をもって放送を見てもらえるかという、番組作りのノ

ウハウが重要になってくる。 

 一口に世界の視聴者といっても、欧米のキリスト教文化圏と、中東のイスラム文化圏、或いは、

自由主義圏と社会主義圏の国では、人々の物を見る視点や価値観に、かなり差があると思われる。

いわんや、日本と同じ価値観を持つ視聴者などないと考えた方がよいかもしれない。  

つまり、日本で好まれる番組や日本の主張をそのまま外国語に翻訳して放送しても、十分伝わ

らないことが少なくないのである。いかにして、様々な風俗文化の下で暮らす人々に、日本の魅

力を伝え、日本の立場を理解してもらうかは、まず、それぞれの地域で、どのようなものに興味

が持たれ、どの点を強調すればより理解を得られやすいかといった、地域ごとの詳細な研究調査

が必要になるだろう。 

その意味では、かつて GNN 構想を準備中に、NHK の制作したニュースをそのまま米国公共

放送 PBS で放送するという試みを続けた時のノウハウが何かしら役立つかもしれない。当時、

日本式の英語ニュースは、米国人の好みに合わず、苦心惨憺して米国人が好んで見るようなスタ

イルに改造を試みた経験がある。 

理想を言えば、現在、外国語としては、英語のみで放送しているテレビ国際放送を、中東向け

はアラビア語、中南米向けはスペイン語、アフリカ向けにはフランス語というように、英語以外

の言語でも放送を実施し、英語を理解できない人たちに対しても情報発信をすることが望ましい

だろう。 

また、直近では、日本に対する理解を何より深めてもらう必要がある国として、近隣の中国や

韓国があり、そうした国々の人たちに、日本をより理解してもらい、より親しんでもらうために

は、中国語や韓国語のテレビ国際放送を実施する必要性も、今後増してくるのではないか。 

ただ、こうした多言語によるテレビ国際放送を実施するには、より多くの設備と要員が必要に
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なり、その経費をどうねん出するか、国際放送の経営主体や経費負担のメカニズムについても見

直しが求められることもあり得るかもしれない。 

 
（２）国内で手軽に国際放送を見られるようにできるか。 

  
 日本には、年間 1000 万人を超える外国人観光客が訪れるようになった。こうした人たちが、

日本滞在中、ホテルなどで、日本のテレビ国際放送を見られるようにすることも、大切な課題と

いえる。 

 現在、一部地域のケーブルテレビなどでは、国際放送を流す仕組みもできてきたが、さらに積

極的に BS や CS（スカパー）などを使って、国内全国に向けて国際放送を放送することが理想

といえる。 

 日本を訪れる外国人は、一般の外国人に比べ、とりわけ日本に関心や興味をもっているわけで、

そうした人たちを手っ取り早くひきつける手段として、国際放送を利用しない手があるだろうか。 

 日本国内で日本の事を紹介する英語のテレビ放送を受信できるようにすることは、日本人視聴

者にとっても、語学能力の向上、さらには、国際的視野の育成という観点から多くのメリットを

もたらすことになる。 

 いずれにしても、現在の日本の国際放送は、私が描く理想と比べれば、まだ道半ばといえる。 

日本が世界の人々からより深い理解をとりつけ、世界の主要国としてその存在を維持してゆくた

めにも、国際放送の一層の充実と強化が必要だと考える。 
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